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若手社員にとって 

重要な知的財産教育 
山口大学の知的財産教育プログラム 

をベースに

--------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

1 はじめに 

 自動車や家電，医薬，食品，音楽・映画など，

私たちの身の回りには実にたくさんの「知的財産」

（人間の創造的活動により生み出されたよいも

の・価値のあるもの）であふれている（「知的財産」

の正確な定義については知的財産基本法第 2 条 1
項を参照）。言い換えると，現在の私たちの生活は，

先人たちが考え・つくり出した知的財産を土台に

してその上に成り立っていると言っても過言では

ない。そして，私たち自身もまた次の時代を下支

えする知的財産のつくり手・担い手の 1 人になり

うるということである（間接的も含めて）。

2002 年，バブル崩壊後落ち込んだ国際競争力の

再建策の 1 つとして，日本の憲政史上初となる国

家知的財産戦略として「知的財産立国」政策が打

ち出された。「知的財産戦略大綱」（2002 年 7 月 3
日知的財産戦略会議-首相官邸）には，知的財産立

国の実現に向けた基本的方向として「人的基盤の

充実」が盛り込まれ，具体的行動計画として「創

造性を育む教育・研究人材の充実」や「知的財産

関連人材の養成と国民意識の向上」等が盛り込ま

れた。つまり，それまでの知的財産教育（以下，

知財教育）は主に弁理士等の知的財産の専門家や

企業の知的財産担当者の養成の範ちゅうにとどま

っていたが，これ以降，技術者をはじめとする知

的財産創出者や知的財産活用者，さらには一般消

費者のような知的財産理解者に至るまで拡充が求

められるようになった（図 1）。

図 1 求められている知財教育の拡充

 そのようななかで，筆者が所属する山口大学で

は将来の「知的財産立国」の担い手となる大学生

に対して知財教育を積極的に行ってきた。文系・

理系を問わず新入生全員に対して知財教育を必修

化し（2013 年，大学初の取り組み）1)，それに接

続する知財展開科目（選択科目）を順次創設して

きた（2014 年～）2)。知財展開科目は 2021 年 4
月時点で 15 科目にのぼるようになった。さらに

大学院においても知財教育を必修化した（2016
年）。そして，これらのカリキュラムを利用して，

これまでに知財教育を修得する機会のなかった社

会人に対する知財教育プログラムを開設した

（2017 年）3)。本稿では，これらの実質的な知財

教育プログラム・取り組みをベースに若手社員・

転載元：ペトロテック 第45巻 第5号 pp.302-307



若手人材への知財教育の重要性・必要性について

考える。 

 2 企業における知財教育の必要性 

 近年，社会が大きく変革しつつある（すでにし

ているかもしれない）。情報社会に続き，新たな超

スマート社会が到来しようとしている。それは，

Society5.0 と呼ばれ，「サイバー空間（仮想空間）

とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させ

たシステムにより，経済発展と社会的課題の解決

を両立する，人間中心の社会（Society）」（内閣府

ホームページより）である。Society5.0 において

は，人工知能（AI）やインターネット，パソコン

などあらゆるツールや情報を使いこなしたうえで，

ヒトにしかできない新たな価値創造がこれまで以

上に求められる。企業活動においても，自社の強

みを最大限生かした新たな価値創造のために，自

社開発に加え社外からの技術導入や業務提携，

M&A（企業の合併・買収）といった外部リソース

を有効活用することがますます重要となってきて

いる。つまり，新商品開発時，模倣品対策時など

を含めて，「知的財産権」（知的財産を保護する法

律上の権利）の知識が必要な場面は，企業活動に

おいて決して少なくないと言える（「知的財産権」

の正確な定義については知的財産基本法第 2 条 2
項を参照）。このようななかで，社員ひとりが知的

財産に関する基礎知識を修得 1 人し，“知財意識”

（他人の知的財産を尊重するマインドや自己の知

的財産の価値を把握し適切に保護・活用するマイ

ンド等）を向上させていければ，その企業の競争

力は高まり，ひいてはイノベーションや日本の産

業競争力の向上につながるものと考える。また，

コンプライアンスの観点からも知的財産法（著作

権法，特許法，不正競争防止法など）の順守が求

められている。 

 3 特に重要な若手社員への知財教育 

 3.1 全新入社員への知財教育の必要性 

 山口大学では 2013 年から入学する 1 年生全員

（約 2000 人，文系・理系や学部を問わず）を対

象に知的財産に関する科目を必修化している。科

目名は「知的財産入門」，講義時間は 90 分×8 回，

講義内容は主に著作権と産業財産権（特許制度，

意匠制度，商標制度）の基礎である。ただし，法

律的な観点よりも受講者が知的財産をより身近な

ものとして感じることができように事例や諸課題

を主な題材とし，グループワークも積極的に取り

入れている 4)。 
 一般的に，大学に入学してくる学生の多くが知

的財産は自分には関係のない縁遠いものと思って

いる。加えて知的財産に関する授業といえば特許

法など法律に関するものをイメージしている学生

も少なくない。知財教育の導入時点で学習者に「知

的財産は難しい」「自分とは関係ない」という印象

（いわゆる“知財アレルギー”）を持たれることは

好ましくない。そのため，本科目では具体的な事

例から入る，グループワークを行うなど，受講者

が知財アレルギーを発症せず「知的財産って意外

と身近なものなんだ」「思っていたのより面白いか

も」と感じられるよう工夫している（図 2）。 
 このような取り組みは企業における知財教育に

おいても同様に必要と考える。一般的に企業にお

ける知財教育は技術系社員を主対象に行われるこ

とが多い。しかしながら，持続的な企業活動（土

壌を豊かにし屋台骨を強くする）の観点からすれ

ば，全社員に対して知財教育を行うことが望まし

い。新入社員研修時に，配属先にかかわらず全新

入社員に対して導入的な知財教育を行うことは 1
つの有効な手段である。その際は知財アレルギー

の発症を抑え今後の就業において“知財アンテナ”

が立つよう，自社の実例や身近な事例を取り上げ

て説明するのが効果的である。加えて，コンプラ

イアンスの観点も盛り込むとよいだろう。就業時

だけでなく日常生活を含めて，意図せず他者の知

的財産権を侵害してしまうと（たとえば曲や漫画

の違法投稿など），当人だけでなく所属企業を含め

周囲にまで影響を及ぼしかねないからである。 
 新入社員はやがてその企業を支える中核人材と

なる。初期段階でまかれた“知財意識”の種は，

やがて芽が出て大樹に成長することが期待できる。

とにかく種をまかなければ始まらない。つまり，

社員 1 人ひとりが，できるだけ早い段階で，企業

活動や社会全体における知的財産の価値を認識・

実感できるようになることが肝要である。 
 



 

図 2 全学必修知財科目の概略 
 

 3.2 若手社員（入社 2～3年）への知財教育 

 山口大学では，前述の全学必修知財科目を受講

後「知的財産についてもっと学んでみたい」と学

習意欲のある者に対して，選択受講可能なよりレ

ベルアップした内容の知財展開科目を複数設けて

いる。具体的には，受講生の専門領域・将来像に

配慮した 8 科目（「ものづくりと知的財産」「コン

テンツ産業と知的財産」「知財情報の分析と活用」

「農業と知的財産」「標準化と知的財産」「技術経

営と知的財産」「情報法と知的財産」「知的財産管

理論」），そして知的財産活動の基盤となる法律 7
科目（「著作権法 I」「特許法」「意匠法」「商標法」

「種苗法」「不正競争防止法」「著作権法 II」）の

あわせて計 15 科目である（2021 年時点）。また

大学院においても必修科目「知的財産特論」を設

けている。このように山口大学では，全学必修知

財科目を動機づけ（知財意識の涵養）として，実

社会で役立つ知的財産の基礎知識・スキルに加え

知財活動の基盤となる法律（知的財産法）の基礎

についても学ぶことができる（図 3）。 
 

 
図 3 知財展開科目（選択科目） 



 企業における入社 2～3 年程度の若手社員向け

の知財教育についても同様に考えることができる。

新入社員時にまかれた“知財意識”の種は，手を

かけて芽が出やすいよう育てるのがよい。もちろ

ん，企業の業種や規模，若手社員の配属先・職種

などにより知財教育のあり方（目的や内容）は大

きく異なるので，それぞれの部署や職種に対応し

た知財教育プログラムがあることが望ましい。た

だし，すべてを社内で賄う必要はなく，社外にあ

る知財教育プログラムを活用することも有効であ

る（たとえば，特許庁や工業所有権情報・研修館

が開催している各種セミナー・説明会・研修会な

ど）。 
 以下，若手社員の配属先・職種を，技術系とそ

れ以外の 2 つに大別し，それぞれの若手社員への

知財教育について考えてみる。  
 3.2.1 技術系若手社員への知財教育 

 筆者が勤務している山口県宇部市近郊にある某

化学系企業の方から，以前，次のような話を聞い

た。「研究開発に携わる技術系の新入社員は，早け

れば入社 1～2 年程度で自己の研究開発テーマに

ついて特許出願を行う。そのときに技術内容がわ

かる資料として簡易明細書を技術者本人が作成す

ることになるが，その指導は上司や先輩社員が赤

ペンを入れるなどして行っている」。よくある話で

あるが一般的に技術系若手社員への知財教育は，

特許出願を主眼としたもので OJT（On The Job 
Training：現場教育）によるところが多い。特許

出願に際しては，特許公報など先行の知財情報の

検索，検索結果・特許公報の読み込み，自己の研

究開発成果と先行の知財情報との対比による発明

の抽出，追加で必要な実施例の検討など，やるこ

とが多岐にわたる。特許出願の経験のない（少な

い）若手社員にとって負担感は否めないが，知財

情報検索や特許公報の読み方については事前に研

修等を通して一定の経験を積んでおくとよいだろ

う（漏れを少なくする検索スキルや公報を読む際

のポイントなど）。また，事業における特許が果た

している役割についても理解を深めてもらうとよ

いだろう。自社製品を保護している（模倣品対策），

新事業立ち上げや市場獲得に貢献している（他者

の参入障壁）など自社の実例をあげながら説明す

るとより身近なことに感じられ効果的である。特

許出願までの手続きの流れ，かかる時間やコスト

についても把握してもらうとよいだろう。スケジ

ュール感とコストは実務上大事である。職務発明

規程や発明者報奨についても触れておくとよい。

動機づけの 1 つとなりうる。 
 3.2.2 技術系以外の若手社員への知財教育 

 技術系以外の若手社員，たとえば営業職の若手

社員等には，別の角度から“知財意識”の種を繰

り返しまくことが望ましい。新入社員研修の導入

教育後も「自分は技術開発に関わることはないし

特許出願することもない。知的財産は自分にはあ

まり関係ないかな」と思っている者が少なからず

いると思われるからである。確かに技術系以外の

若手社員が知的財産の創出や権利化といった直接

的な知財活動に関わることはないのかもしれな

い。しかしながら，企業活動全体において間接的

に知財活動に関わることは少なからずある。たと

えば，営業職であっても知的財産の基礎を修得し

自社が保有している知的財産権について把握し事

業との関わりについて理解を深めれば，さまざま

な場面で技術系部門や知的財産部門と連携を取る

ことで事業に貢献できる。具体的には営業中に新

たなニーズ情報を拾い上げてくることが想定され

る。そのニーズ情報をもとに研究開発部門で新技

術の開発，知的財産部門で特許出願等，事業部門

で新商品の開発につなげることが考えられる。ま

た営業中に模倣品情報を入手することも想定され

る。知的財産部門と連携し早期に模倣品対策に取

り組むことで被害を最小限に抑えることもできる

だろう。また，自社製品と市場製品の知財情報を

分析しその結果を営業ツールとして用いることも

考えられる。このように技術系以外の若手社員に

対しては，まずはそれぞれの部署・職種において

知的財産に関連した具体的な活用事例や事業への

貢献事例を知ってもらうあるいは自ら考えてもら

うことで，“知財意識”の種の定着を図るのがよい

だろう。 
 加えて，特許だけでなく，自社ブランドの保護・

活用，模倣品対策等にも関わる商標（自他商品等

識別機能を有するロゴマーク等）や意匠（物品等

のデザイン）の基礎についても知ってもらうとよ

い。営業秘密である顧客情報の取り扱い，産地・

品質等の誤認惹起行為など事業活動における禁止

行為に関わる不正競争防止法についても基礎的な

理解が必要だろう。コンプライアンスの観点から



は，たとえば業務上の資料作成時に他人の著作物

（たとえば，ウェブサイト上にある写真や新聞の

切り抜きなど）を無断利用しないようにするなど

著作権法の基礎についても理解があったほうがよ

いだろう。将来的に事業戦略の立案に関わること

も想定すると，自社の利益の最大化を図るための

オープン（標準化や開放特許等）とクローズ（特

許の自己実施やノウハウ等）を組み合わせた戦略

の重要性についても事例を交えて理解を深めても

らうのもよいだろう。 

 4 知財教育の推進にあたって 

 企業の知的財産部門の主な業務は，社内の新し

い知的財産の掘り起こし，特許等の出願・権利化

支援，知的財産に関連した契約交渉，他社知財情

報の収集と分析，知財戦略の企画立案，訴訟対応

等であるが，これらの前段階に知財教育がある。

社員に対する知財教育が充実すればするほど“知

財意識”の芽は出やすくなり企業全体が活発化に

向かう可能性が高まる。つまり，知財教育そのも

のが企業の原動力になりうるのである。知的財産

部門においてはそのことを認識しておく必要があ

る。経営陣にも事前に知的財産の重要性，若手社

員への知財教育の必要性について理解を得ておく

とよいだろう。 

 5 おわりに 

 まとめに代えて，筆者が所属している山口大学

における社会人向けの知財教育プログラムについ

て紹介するとともに，実際に履修された社会人の

方々の“声”をもって本稿の締めくくりとしたい。 
 山口大学では，前述の学生向けの実質的な知財

教育カリキュラムを利用して，これまでに知財教

育を修得する機会のなかった社会人を主対象とし

た知財教育プログラム（履修証明プログラム）を

開設している（2017 年～）。「ものづくり知財コー

ス」と「コンテンツ知財コース」の 2 つのコース

があり，それぞれ必修科目と選択必修科目から構

成されている（図 4）。 
 必修科目は，両コース共通 4 科目（「科学技術

と社会」「不正競争防止法」「意匠法」「商標法」）

とコース別 2 科目から成る。選択必修科目は，両

コース共通 1 科目（「知財情報の分析と活用」）と

コース別 2 科目から成る。1 単位相当科目（90 分

×8 回）と 2 単位相当科目（90 分×15 回）があ

り，履修者は 8 単位相当以上履修で修了となる（受

講料は 1 単位相当 1 万円，履修期間は 2 年間）。 
 開講形式は，社会人が履修しやすいよう土・日

曜の集中講義（1 日 90 分×4 回）を基本としてお

り，学生（通常授業として）と一緒に受講するこ

ともある。また，対面実施，オンライン実施，オ

ンデマンド（e-learning）実施のいずれかまたは

組み合わせにて開講している（図 5）。最近ではリ

アルタイムのオンライン実施を主体としてそれに

一部オンデマンド実施を組み合わせた形となって

いる。 
 以下，履修者の生の“声”である（各科目の中

で実施している小レポートの記載内容より抜粋）。 
●科目名「ものづくりと知的財産」［2 単位相当，

4 日間集中講義，2019 年，対面実施］ 
・実例をあげて学習するのは知的財産というも

のをより身近に感じることができました 
・学生さんと話し合いながら答えを出すという

ことも新鮮で，こちらが考えていたことが，

思い込みで固着しているものだと気づかされ

たり，発想が柔軟で刺激を受けました 
・例題に対してどのようにビジネスモデルを考

えていくかというのは事務職である自分には

大変新鮮であった。今度は会社でも新商材を

出していく方向であるのでこの経験を生かし

ていきたい 
 

 
図 4 社会人のための知財教育プログラム 

 



 
図 5 受講の様子 

 
 
●科目名「不正競争防止法」［1 単位相当，2 日間

集中講義，2020 年，オンライン実施］ 
・製品サイクルの早い製品などで，ヒットした

ときに現れるコピー商品からの権利侵害を防

ぐ見地から，不正競争防止法の各規程が有効

であることがわかりました 
・営業秘密の流出は，まさに仕事でいつも怖い

と思っている点なので，とても勉強になりま

した。図で理解するとわかりやすかったです 
・意匠権で 25 年の間に周知性が獲得できれば，

不正競争防止法での保護も視野に入れられる

という点は実践にも役立ちそうで大変興味深

いです 
●科目名「知財情報の分析と活用」［2 単位相当， 

2020 年，オンデマンド（e-learning）実施］ 
・重複特許出願を防いだり，先人の研究の成果

を勉強するなど，大変役に立つと思いました 
・パテントマップの見せ方については，試行錯

誤して，需要者がわかりやすいものをつくれ

るようになりたいと思いました 
・チョコレート（に関する知財情報）の分析の

話，就職活動としても興味深いですし，自身

に置き換えた場合，営業ツールとしてとても

よい考えと思いました。現在そのような営業

職ではありませんが，特許分析を使って話を

広げるという技，確かに頂戴いたしました 
 ※カッコ書きは筆者補足 

●科目名「標準化と知的財産」［1 単位相当，2 日

間集中講義，2021 年，オンライン実施］ 

・特許制度と標準化の多くの事例を説明い

ただいたので大変参考になりました。ま

た，社会人の方だけではなく，学生の皆

さまの意見を聞けたことがとても刺激と

なりました 
・知的財産のオープン・クローズ戦略と，

国際社会のルールメイキングを意識して

戦略的に対応する必要性については，こ

れからの若者が，特定の分野の専門性に

とどまることなく，システムの全体を俯

瞰し，戦略的に行動することができるよ

うになるべきことを意味していますが，

これはまさに「言うはやすく行うはがた

し」の問題と考えます 
 総じて，履修者からはグループワークや意見交

換等を通じての知的刺激の享受と知的好奇心の向

上，履修者自身の立場に置き換えての実践的な思

考，今後の活動に向けての動機づけといった観点

からのコメントと前向きな姿勢がみられた。 
 以上，本稿が若手社員の皆さんに知財教育の重

要性を認識いただくうえでヒント・一助となれば

幸いである。 
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